
目 次

告 示

▽里づくり計画の認定（上堅田里づくり協議

会） ［産業振興局農政計画課］ ２４６９

▽生活保護法による指定医療機関の事業の廃

止 ［保健福祉局総務部保護課］ ２４６９

▽生活保護法による医療機関の指定

［保健福祉局総務部保護課］ ２４６９

▽生活保護法による施術者の指定

［保健福祉局総務部保護課］ ２４７０

▽生活保護法による指定介護機関の事業の廃

止 ［保健福祉局総務部保護課］ ２４７１

▽生活保護法による介護機関の指定

［保健福祉局総務部保護課］ ２４７２

▽生活保護法による指定介護機関の名称等の

変更 ［保健福祉局総務部保護課］ ２４７７

▽生活保護法による指定介護機関の事業の休

止 ［保健福祉局総務部保護課］ ２４７７

▽結核予防法による指定及び指定を辞退した

医療機関［保健福祉局保健所予防衛生課］ ２４７７

▽道路法による市道路線の認定及び廃止（鶴

甲東１号線ほか）［建設局道路部管理課］ ２４７８

▽道路法による歩行者の一般交通の用に供す

る道路の指定（鷹取駅北６号線及び甲南山

手１号線） ［建設局道路部管理課］ ２４８０

▽道路法による道路の区域の変更及びその供

用開始（住吉村合併５７号線）

［建設局道路部管理課］ ２４８１

▽道路法による道路の区域の変更及びその供

用開始（篠原北４号線）

［建設局道路部管理課］ ２４８１

▽放置自転車等の撤去及び保管

［建設局東部建設事務所］ ２４８１

▽放置自転車等の撤去及び保管

［建設局中部建設事務所］ ２４８３

▽放置自転車等の撤去及び保管

［建設局西部建設事務所］ ２４８４

▽放置自転車等の撤去及び保管

［建設局西建設事務所］ ２４８６

公 告

▽神戸国際港都建設事業鷹取東第二地区震災

復興土地区画整理審議会の委員選挙の選挙

期日

［都市計画総局区画整理部都市整備課］ ２４８７

▽神戸国際港都建設事業鷹取東第二地区震災

復興土地区画整理審議会の委員選挙の選挙

人名簿の縦覧

［都市計画総局区画整理部都市整備課］ ２４８８

▽保管施設，荷捌き施設，加工場，梱包場，

検査場，その他港湾関連事業施設建設のた

めの事業用地の借受人の公募（中央区港島

９丁目）［みなと総局振興部企業誘致課］ ２４８８

▽住吉呉田まちづくり協定の締結

［都市計画総局計画部地域支援室］ ２４８９

▽建築基準法による認定の取消し（長田区五

位ノ池町）

［都市計画総局建築指導部建築安全課］ ２４８９

▽建築基準法による安全上，防火上及び衛生

上支障がない旨の認定及びその図書の縦覧

（長田区五位ノ池町）

［都市計画総局建築指導部建築安全課］ ２４８９

▽事業計画の変更（新長田駅南第１地区震災

復興第二種市街地再開発事業）

［都市計画総局再開発部新長田南再開発事

務所］ ２４９０

▽事業計画の変更に係る設計の概要を表示す

る図書の写しの縦覧（新長田駅南第１地区

震災復興第二種市街地再開発事業）

［都市計画総局再開発部新長田南再開発事

務所］ ２４９１

▽建築基準法による安全上，防火上及び衛生

上支障がない旨の認定及びその図書の縦覧

（垂水区高丸６丁目）

［都市計画総局建築指導部建築安全課］ ２４９１

▽都市再開発用地の譲受人及び借受人の公募

（ポートアイランド第２期）

［みなと総局振興部企業誘致課］ ２４９１

▽開発行為に関する工事の完了（東�区御影
町） ［建設局総務部宅地開発指導課］ ２４９４

神 戸 市 公 報
発 行 所 神戸市中央区加納町６丁目５番１号

神 戸 市 役 所

編集兼印
刷発行人

神 戸 市 長

発 行 日 毎 週 火 曜 日

平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号 ２４６７



区 役 所

▽臨時運行許可番号標の失効

［兵庫区まちづくり推進部市民課］ ２４９４

水 道 局

▽神戸市指定給水装置工事事業者の指定

［水道局総務部庶務課］ ２４９５

監 査 委 員

▽監査公表 ［監査事務局第１課］ ２４９５

選 挙 管 理 委 員 会

▽法定連署数 ［選挙管理委員会事務局］ ２５００

２４６８ 平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号



告 示

神戸市告示第５３３号
人と自然との共生ゾーンの指定等に関する条例（平成８年４月条例第１０号）第１７条第１項の

規定により，平成１９年２月２１日付で上堅田里づくり協議会（神戸市西区平野町堅田４０２－５）

を里づくり協議会として認定したので，同条第５項の規定により告示する。

平成１９年３月２日

神戸市長 矢 田 立 郎

神戸市告示第５４８号
次の指定医療機関について，生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定により，

当該指定医療機関の事業を廃止したとして届出があったので，同法第５５条の２の規定により告

示する。

平成１９年３月２０日

神戸市長 矢 田 立 郎

１ 病院，診療所又は薬局

２ 指定訪問看護事業者等

神戸市告示第５４９号
次の医療機関について，生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の指定をしたので，同

法第５５条の２の規定により告示する。

平成１９年３月２０日

神戸市長 矢 田 立 郎

名 称 所 在 地 廃止年月日
古田内科 �区森後町２丁目３番１５号 平成１９年１月５日
本多医院 兵庫区浜山通２丁目４番１０号 平成１９年１月３１日
東田外科医院 長田区御屋敷通２丁目５番１４号 平成１８年１２月３１日
小野クリニック 須磨区千守町１丁目５番２１号 平成１８年４月３０日
赤星医院 垂水区東垂水３丁目９番１号 平成１８年１２月２２日
安藤クリニック 垂水区塩屋町４丁目２番１０号 平成１８年１２月３１日
天川内科医院 東�区魚崎北町５丁目７番２６号 平成１８年１２月３１日
明芳医院 中央区元町通４丁目６番１７号 平成１９年１月１８日
雄岡病院 西区神出町小束野４８番地の５８ 平成１８年１２月２１日
内田歯科医院 長田区平和台町１丁目５番１５号 平成１８年１２月３１日
スカイ薬局 兵庫区水木通１０丁目１番１９号 平成１８年１１月３０日
フレンド薬局 長田区大�町６丁目１番１４号 平成１８年１２月３１日

指定訪問看護事業

者等の名称

指定訪問看護事業

者等の主たる事務

所の所在地

当該指定にかかる

訪問看護ステーシ

ョン等の名称

当該指定にかかる

訪問看護ステーシ

ョン等の所在地

廃止年月日

株式会社コムスン
東京都港区六本木

６丁目１０番１号

株式会社コムスン

訪問看護ステーシ

ョン御影

東�区御影町御影
字城ノ前１５２０番地

の１

平成１８年１１月３０日

平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号 ２４６９



１ 病院，診療所又は薬局

２ 指定訪問看護事業者等

神戸市告示第５５０号
次の施術者について，生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条において準用する同法第

４９条の指定をしたので，同法第５５条の２の規定により告示する。

平成１９年３月２０日

神戸市長 矢 田 立 郎

１ 柔道整復師

２ あんまマッサージ指圧師

名 称 所 在 地 指定年月日
のぶさわ内科医院 東�区魚崎北町５丁目７番２６号 平成１９年１月１日

おがわ内科クリニック �区�北通１０丁目１番３号‐１０１ 平成１９年２月１日
東田外科胃腸科 長田区御屋敷通２丁目５番１４号 平成１９年１月１日

小野クリニック 須磨区須磨寺町２丁目７番地の５ 平成１８年５月１日
安藤クリニック 垂水区塩屋町４丁目２番１０号 平成１９年１月１日

竹森レディースクリニック 垂水区舞子台２丁目９番１０号 平成１９年２月１日
先山湯けむり診療所 北区有馬町１１９８番地 平成１９年２月１日
先端医療センター 中央区港島南町２丁目２番地 平成１８年９月１日

波多腰心療クリニック 中央区加納町６丁目６番１号 平成１９年２月１日
雄岡病院 西区神出町小束野４８番地の５８ 平成１８年１２月２２日

内田歯科医院 長田区平和台町１丁目５番１５号 平成１９年１月１日
おおもり歯科医院 垂水区西舞子２丁目１３番２９号 平成１９年２月１日
まさだ歯科医院 北区上津台１丁目５番地の３ 平成１９年２月１日

西垣歯科クリニック 西区樫野台５丁目４番地の４ 平成１８年４月１日
神戸薬局 兵庫区和田宮通６丁目１番２８号 平成１９年１月１日
スカイ薬局 兵庫区水木通１０丁目１番１９号 平成１８年１２月１日
長田フレンド薬局 長田区大�町６丁目１番１４号 平成１９年１月１日
高倉台調剤薬局 須磨区高倉台４丁目２番６号 平成１９年２月１日

指定訪問看護事業

者等の名称

指定訪問看護事業

者等の主たる事務

所の所在地

当該指定にかかる

訪問看護ステーシ

ョン等の名称

当該指定にかかる

訪問看護ステーシ

ョン等の所在地

指定年月日

株式会社コムスン
東京都港区六本木

６丁目１０番１号

株式会社コムスン

訪問看護ステーシ

ョン御影

東�区御影中町３
丁目１番１９号

平成１８年１２月１日

施術者の氏名 施術所の名称 施術所の所在地 指定年月日

片岡 茂 片岡接骨院 垂水区日向１丁目５番１号‐１２０ 平成１９年１月１５日

高田 伸幸 ひばり接骨院 垂水区学が丘３丁目４番１号‐１３０ 平成１９年２月８日

上山 晴也 西神鍼灸整骨院 西区春日台３丁目３番地 平成１９年１月１日

畑 貴章 はた整骨院 垂水区舞多聞東３丁目２番地の２３ 平成１９年２月３日

施術者の氏名 施術所の名称 施術所の所在地 指定年月日

初島 慎太郎 レイス治療院 中央区御幸通３丁目２番１８号‐５０６ 平成１８年１１月１日

２４７０ 平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号



神戸市告示第５５１号
次の指定介護機関について，生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第４項におい

て準用する同法第５０条の２の規定により，当該指定介護機関の事業を廃止したとして届出があ

ったので，同法第５５条の２の規定により告示する。

平成１９年３月２０日

神戸市長 矢 田 立 郎

１ 居宅介護事業者

２ 居宅介護支援事業者

介護事業者の名称
介護事業者の主た

る事務所の所在地

当該指定に係る介

護事業所の名称

当該指定に係る介

護事業所の所在地
廃止年月日

安藤 肇
垂水区塩屋町４丁

目１６番１９号
安藤クリニック

垂水区塩屋町４丁

目２番１０号
平成１８年１２月３１日

株式会社コムスン
東京都港区六本木

６丁目１０番１号

株式会社コムスン

訪問看護ステーシ

ョン御影

東�区御影町御影
字城ノ前１５２０番地

の１

平成１８年１１月３０日

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ東�介護セ
ンター

東�区住吉宮町３
丁目１５番１５号

平成１８年１２月３１日

株式会社コムスン
東京都港区六本木

６丁目１０番１号

株式会社コムスン

御影ケアセンター

東�区御影町御影
字城ノ前１５２１番地

の６

平成１８年１１月３０日

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ�介護セン
ター

�区森後町２丁目
３番１７号‐２０２

平成１８年１２月３１日

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカながた介護

センター

長田区若松町１１丁

目５番１７号‐１１０
平成１８年１２月３１日

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ須磨介護セ

ンター

須磨区白川台６丁

目１７番地の４
平成１８年１２月３１日

有限会社ファイブ

シーズアセッツ

兵庫区金平町１丁

目１３番１０号

まんてん堂ホーム

ヘルパーセンター

板宿

須磨区大田町２丁

目３番８号
平成１９年１月３１日

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ垂水介護セ

ンター

垂水区川原３丁目

１番１１号‐２０２
平成１８年１２月３１日

有限会社ケアサー

ビススマイル

中央区南本町通２

丁目３番８号

有限会社ケアサー

ビススマイル

中央区南本町通２

丁目３番８号
平成１７年１２月１０日

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ神戸三宮介

護センター

中央区磯上通４丁

目１番３２号‐３０８
平成１８年１２月３１日

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ西神戸介護

センター

西区南別府１丁目

１３番４号
平成１８年１２月３１日

介護事業者の名称
介護事業者の主た

る事務所の所在地

当該指定に係る介

護事業所の名称

当該指定に係る介

護事業所の所在地
廃止年月日

株式会社コムスン
東京都港区六本木

６丁目１０番１号

株式会社コムスン

御影ケアプランセ

ンター

東�区御影町御影
字城ノ前１５２０番地

の１

平成１８年１１月３０日

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ東�介護セ
ンター

東�区住吉宮町３
丁目１５番１５号

平成１８年１２月３１日

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ須磨介護セ

ンター

須磨区白川台６丁

目１７番地の４
平成１８年１２月３１日

平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号 ２４７１



３ 介護予防事業者

神戸市告示第５５２号
次の介護機関について，生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２の指定をしたので，

同法第５５条の２の規定により告示する。

平成１９年３月２０日

神戸市長 矢 田 立 郎

１ 居宅介護事業者

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ垂水介護セ

ンター

垂水区川原３丁目

１番１１号‐２０２
平成１８年１２月３１日

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ西神戸介護

センター

西区南別府１丁目

１３番４号
平成１８年１２月３１日

介護事業者の名称
介護事業者の主た

る事務所の所在地

当該指定に係る介

護事業所の名称

当該指定に係る介

護事業所の所在地
廃止年月日

株式会社コムスン
東京都港区六本木

６丁目１０番１号

株式会社コムスン

訪問看護ステーシ

ョン御影

東�区御影町御影
字城ノ前１５２０番地

の１

平成１８年１１月３０日

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ東�介護セ
ンター

東�区住吉宮町３
丁目１５番１５号

平成１８年１２月３１日

株式会社コムスン
東京都港区六本木

６丁目１０番１号

株式会社コムスン

御影ケアセンター

東�区御影町御影
字城ノ前１５２１番地

の６

平成１８年１１月３０日

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ�介護セン
ター

�区森後町２丁目
３番１７号‐２０２

平成１８年１２月３１日

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカながた介護

センター

長田区若松町１１丁

目５番１７号‐１１０
平成１８年１２月３１日

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ須磨介護セ

ンター

須磨区白川台６丁

目１７番地の４
平成１８年１２月３１日

有限会社ファイブ

シーズアセッツ

兵庫区金平町１丁

目１３番１０号

まんてん堂ホーム

ヘルパーセンター

板宿

須磨区大田町２丁

目３番８号
平成１９年１月３１日

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ垂水介護セ

ンター

垂水区川原３丁目

１番１１号‐２０２
平成１８年１２月３１日

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ神戸三宮介

護センター

中央区磯上通４丁

目１番３２号‐３０８
平成１８年１２月３１日

株式会社アミカ
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ西神戸介護

センター

西区南別府１丁目

１３番４号
平成１８年１２月３１日

介護事業者の名称
介護事業者の主た

る事務所の所在地

当該指定に係る介

護事業所の名称

当該指定に係る介

護事業所の所在地
廃止年月日

藤井 公男
西区春日台２丁目

５番地の１６

ふじい皮ふ科クリ

ニック

兵庫区駅南通５丁

目２番８‐１０２号
平成１８年４月１日

安藤 誠
垂水区塩屋町４丁

目１６番１９号
安藤クリニック

垂水区塩屋町４丁

目２番１０号
平成１９年１月１日

竹森 正幸
東�区御影山手２
丁目１番３８号

竹森レディースク

リニック

垂水区舞子台２丁

目９番１０号
平成１９年２月１日

２４７２ 平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号



波多腰 正隆
垂水区五色山３丁

目１番２０号‐７０４

波多腰心療クリニ

ック

中央区加納町６丁

目６番１号
平成１９年２月１日

大森 茂樹
垂水区舞子台８丁

目１１番１５号
おおもり歯科医院

垂水区西舞子２丁

目１３番２９号
平成１９年２月１日

日本メディカルシ

ステム株式会社

千葉県市川市塩焼

２丁目１番１号
神戸薬局

兵庫区和田宮通６

丁目１番２８号
平成１９年１月１日

株式会社コムスン
東京都港区六本木

６丁目１０番１号

株式会社コムスン

訪問看護ステーシ

ョン御影

東�区御影中町３
丁目１番１９号

平成１８年１２月１日

有限会社アーバン

・トータル・サー

ビス

東�区深江本町４
丁目５番１７号

有限会社アーバン

・トータル・サー

ビス

東�区深江本町４
丁目５番１７号

平成１９年１月１５日

株式会社コムスン
東京都港区六本木

６丁目１０番１号

株式会社コムスン

御影ケアセンター

東�区御影中町３
丁目１番１９号

平成１８年１２月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ東�介護セ
ンター

東�区住吉宮町３
丁目１５番１５号

平成１９年１月１日

特定非営利活動法

人こころ

東�区魚崎北町６
丁目９番１０号

特定非営利活動法

人こころ

東�区魚崎北町６
丁目９番１０号

平成１９年１月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ�介護セン
ター

�区森後町２丁目
３番１７号‐２０２

平成１９年１月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカながた介護

センター

長田区若松町１１丁

目５番１７号‐１１０
平成１９年１月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ須磨介護セ

ンター

須磨区白川台６丁

目１７番地の４
平成１９年１月１日

株式会社ファイブ

シーズヘルスケア

東�区住吉山手７
丁目６番３号

まんてん堂ホーム

ヘルパーセンター

板宿

須磨区大田町２丁

目３番８号
平成１９年２月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ垂水介護セ

ンター

垂水区川原３丁目

１番１１号‐２０２
平成１９年１月１日

特定非営利活動法

人再起会

中央区筒井町３丁

目２番１５号
再起会

中央区筒井町３丁

目２番１５号
平成１９年２月１日

有限会社ケアサー

ビススマイル

中央区加納町３丁

目１０番４号

有限会社ケアサー

ビススマイル

中央区加納町３丁

目１０番４号
平成１８年４月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ神戸三宮介

護センター

中央区磯上通４丁

目１番３２号‐３０８
平成１９年１月１日

株式会社なごみ
名古屋市中川区高

畑１丁目９４番地

株式会社なごみ神

戸店

中央区港島中町５

丁目１番地の１
平成１９年２月１日

社会福祉法人神戸

市社会福祉協議会

中央区磯上通３丁

目１番３２号

西在宅福祉センタ

ー

西区春日台５丁目

１７４番地の１０
平成１８年４月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ西神戸介護

センター

西区南別府１丁目

１３番４号
平成１９年１月１日

有限会社ティー・

シー・エス

中央区東川崎町１

丁目３番６号
ゆずりは

東�区御影山手２
丁目２２番２２号

平成１９年１月１日

株式会社コムスン
東京都港区六本木

６丁目１０番１号

コムスンのやわら

ぎ 垂水舞子

垂水区西舞子２丁

目１２番５３号
平成１８年９月１日

平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号 ２４７３



２ 居宅介護支援事業者

３ 特定福祉用具販売事業者

４ 介護予防事業者

介護事業者の名称
介護事業者の主た

る事務所の所在地

当該指定にかかる

介護事業所の名称

当該指定にかかる

介護事業所の所在

地

指定年月日

株式会社コムスン
東京都港区六本木

６丁目１０番１号

株式会社コムスン

御影ケアセンター

東�区御影中町３
丁目１番１９号

平成１８年１２月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ東�介護セ
ンター

東�区住吉宮町３
丁目１５番１５号

平成１９年１月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ須磨介護セ

ンター

須磨区白川台６丁

目１７番地の４
平成１９年１月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ垂水介護セ

ンター

垂水区川原３丁目

１番１１号‐２０２
平成１９年１月１日

有限会社ケイホワ

イト

中央区元町通６丁

目８番１０号

有限会社ケイホワ

イトケアプランセ

ンターうさぎ

中央区元町通６丁

目８番１０号
平成１９年１月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ西神戸介護

センター

西区南別府１丁目

１３番４号
平成１９年１月１日

介護事業者の名称
介護事業者の主た

る事務所の所在地

当該指定にかかる

介護事業所の名称

当該指定にかかる

介護事業所の所在

地

指定年月日

有限会社コーズ
東�区深江北町３
丁目１０番１２号

ひかりケアセンタ

ー

東�区深江北町３
丁目１０番１２号

平成１８年４月１日

株式会社なごみ
名古屋市中川区高

畑１丁目９４番地

株式会社なごみ神

戸店

中央区港島中町５

丁目１番地の１
平成１９年２月１日

介護事業者の名称
介護事業者の主た

る事務所の所在地

当該指定に係る介

護事業所の名称

当該指定に係る介

護事業所の所在地
廃止年月日

藤井 公男
西区春日台２丁目

５番地の１６

ふじい皮ふ科クリ

ニック

兵庫区駅南通５丁

目２番８‐１０２号
平成１８年４月１日

安藤 誠
垂水区塩屋町４丁

目１６番１９号
安藤クリニック

垂水区塩屋町４丁

目２番１０号
平成１９年１月１日

竹森 正幸
東�区御影山手２
丁目１番３８号

竹森レディースク

リニック

垂水区舞子台２丁

目９番１０号
平成１９年２月１日

波多腰 正隆
垂水区五色山３丁

目１番２０号‐７０４

波多腰心療クリニ

ック

中央区加納町６丁

目６番１号
平成１９年２月１日

大森 茂樹
垂水区舞子台８丁

目１１番１５号
おおもり歯科医院

垂水区西舞子２丁

目１３番２９号
平成１９年２月１日

日本メディカルシ

ステム株式会社

千葉県市川市塩焼

２丁目１番１号
神戸薬局

兵庫区和田宮通６

丁目１番２８号
平成１９年１月１日

株式会社コムスン
東京都港区六本木

６丁目１０番１号

株式会社コムスン

訪問看護ステーシ

ョン御影

東�区御影中町３
丁目１番１９号

平成１８年１２月１日

有限会社コーズ
東�区深江北町３
丁目１０番１２号

ひかりケアセンタ

ー

東�区深江北町３
丁目１０番１２号

平成１８年４月１日

２４７４ 平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号



有限会社アーバン

・トータル・サー

ビス

東�区深江本町４
丁目５番１７号

有限会社アーバン

・トータル・サー

ビス

東�区深江本町４
丁目５番１７号

平成１９年１月１５日

株式会社コムスン
東京都港区六本木

６丁目１０番１号

株式会社コムスン

御影ケアセンター

東�区御影中町３
丁目１番１９号

平成１８年１２月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ東�介護セ
ンター

東�区住吉宮町３
丁目１５番１５号

平成１９年１月１日

特定非営利活動法

人こころ

東�区魚崎北町６
丁目９番１０号

特定非営利活動法

人こころ

東�区魚崎北町６
丁目９番１０号

平成１９年１月１日

株式会社ニッシン

ケアサービス

兵庫区下沢通４丁

目９番５号

株式会社ニッシン

ケアサービス神戸

東事業所

�区岩屋北町４丁
目５番２０号

平成１８年４月１日

兵庫県高齢者生活

協同組合

中央区八幡通４丁

目１番１２号

デイサービス篠原

の里

�区篠原本町３丁
目２番２１号

平成１９年２月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ�介護セン
ター

�区森後町２丁目
３番１７号‐２０２

平成１９年１月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカながた介護

センター

長田区若松町１１丁

目５番１７号‐１１０
平成１９年１月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ須磨介護セ

ンター

須磨区白川台６丁

目１７番地の４
平成１９年１月１日

株式会社ファイブ

シーズヘルスケア

東�区住吉山手７
丁目６番３号

まんてん堂ホーム

ヘルパーセンター

板宿

須磨区大田町２丁

目３番８号
平成１９年２月１日

合資会社みずほ介

護理研

垂水区清水通３番

１５号
みずほ介護理研

垂水区中道２丁目

２番１４号
平成１８年４月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ垂水介護セ

ンター

垂水区川原３丁目

１番１１号‐２０２
平成１９年１月１日

特定非営利活動法

人再起会

中央区筒井町３丁

目２番１５号
再起会

中央区筒井町３丁

目２番１５号
平成１９年２月１日

有限会社ケアサー

ビススマイル

中央区加納町３丁

目１０番４号

有限会社ケアサー

ビススマイル

中央区加納町３丁

目１０番４号
平成１８年４月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ神戸三宮介

護センター

中央区磯上通４丁

目１番３２号‐３０８
平成１９年１月１日

株式会社なごみ
名古屋市中川区高

畑１丁目９４番地

株式会社なごみ神

戸店

中央区港島中町５

丁目１番地の１
平成１９年２月１日

社会福祉法人神戸

市社会福祉協議会

中央区磯上通３丁

目１番３２号

西在宅福祉センタ

ー

西区春日台５丁目

１７４番地の１０
平成１８年４月１日

社会福祉法人神港

園

西区神出町東１１８８

番地の３４５

神港園ホームヘル

プセンター

西区神出町東１１８８

番地の３４５
平成１８年４月１日

株式会社HCM
東京都港区東麻布

１丁目２８番１３号

アミカ西神戸介護

センター

西区南別府１丁目

１３番４号
平成１９年１月１日

有限会社ティー・

シー・エス

中央区東川崎町１

丁目３番６号
ゆずりは

東�区御影山手２
丁目２２番２２号

平成１９年１月１日

平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号 ２４７５



５ 地域包括支援センター

６ 特定介護予防福祉用具販売事業者

介護事業者の名称
介護事業者の主た

る事務所の所在地

当該指定にかかる

介護事業所の名称

当該指定にかかる

介護事業所の所在

地

指定年月日

特定非営利活動法

人神戸ライフ・ケ

アー協会

東�区御影中町２
丁目３番２３号‐１０７

ライフケアーみか

げあんしんすこや

かセンター

東�区御影中町２
丁目３番２３号‐１０５

平成１８年４月１日

社会福祉法人博由

社

明石市大久保町大

窪字高岡２５７３番地

の１６

�の浜高齢者介護
支 援 セ ン タ ー

（HAT�の 浜 あ
んしんすこやかセ

ンター）

�区摩耶海岸通２
丁目３番９号

平成１８年４月１日

兵庫県高齢者生活

協同組合

中央区八幡通４丁

目１番１２号

高齢者生協ひらの

あんしんすこやか

センター

兵庫区下三条町８

番２０号
平成１８年４月１日

兵庫県高齢者生活

協同組合

中央区八幡通４丁

目１番１２号

高齢者生協ながた

あんしんすこやか

センター

長田区大橋町９丁

目４番６号
平成１８年４月１日

社会福祉法人翔美

会

北区道場町塩田

３０８０番地

やすらぎの里道場

あんしんすこやか

センター

北区道場町塩田

３０８０番地
平成１８年４月１日

社会福祉法人神港

園

西区神出町東１１８８

番地の３４５

神港園シルビアあ

んしんすこやかセ

ンター

西区神出町東１１８８

番地の３４５
平成１８年４月１日

社会福祉法人神戸

市社会福祉協議会

中央区磯上通３丁

目１番３２号

西在宅福祉センタ

ー（あんしんすこ

やかセンター）

西区春日台５丁目

１７４番地の１０
平成１８年４月１日

介護事業者の名称
介護事業者の主た

る事務所の所在地

当該指定にかかる

介護事業所の名称

当該指定にかかる

介護事業所の所在

地

指定年月日

有限会社コーズ
東�区深江北町３
丁目１０番１２号

ひかりケアセンタ

ー

東�区深江北町３
丁目１０番１２号

平成１８年４月１日

株式会社なごみ
名古屋市中川区高

畑１丁目９４番地

株式会社なごみ神

戸店

中央区港島中町５

丁目１番地の１
平成１９年２月１日

２４７６ 平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号



神戸市告示第５５３号
次の指定介護機関について，生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第４項におい

て準用する同法第５０条の２の規定により，当該指定介護機関の名称等に変更があったとして届

出があったので，同法第５５条の２の規定により告示する。

平成１９年３月２０日

神戸市長 矢 田 立 郎

居宅介護事業者

神戸市告示第５５４号
次の指定介護機関について，生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第４項におい

て準用する同法第５０条の２の規定により，当該指定介護機関の事業を休止したとして届出があ

ったので，同法第５５条の２の規定により告示する。

平成１９年３月２０日

神戸市長 矢 田 立 郎

居宅介護支援事業者

神戸市告示第５５５号
結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条第１項の規定により指定した医療機関及び同条第

４項の規定により指定を辞退した医療機関は，次のとおりであるので，結核予防法施行令（昭

和２６年政令第１４２号）第２条の５の規定により告示します。

平成１９年３月２０日

神戸市長 矢 田 立 郎

１ 指定医療機関

介護事業者の名称
介護事業者の主たる

事務所の所在地

当該指定に係る介護事

業所の名称

当該指定に係る介護

事業所の所在地
変更年月日

社会福祉法人神港園
西区神出町東１１８８番

地の３４５

（新）神港園ホームヘル

プセンター

（旧）シルビアヘルパー

ステーション

西区神出町東１１８８番

地の３４５
平成１５年４月１日

介護事業者の名称
介護事業者の主たる

事務所の所在地

当該指定に係る介護事

業所の名称

当該指定に係る介護

事業所の所在地
休止年月日

特定非営利活動法人

ひょうごWAC

兵庫区水木通４丁目

１番１７号‐１０１

特定非営利活動法人ひ

ょうごWAC

兵庫区水木通４丁目

１番１７号‐１０１
平成１８年１２月３１日

株式会社コムスン
東京都港区六本木６

丁目１０番１号

株式会社コムスン神戸

北ケアセンター

北区鈴蘭台南町４丁

目１番１０号‐２０２
平成１８年１２月３１日

指定日 名 称 開 設 者 所 在 地
平成１９年
１月４日

東田外科胃腸科 東田 武 神戸市長田区御屋敷通２
丁目５‐１４

平成１９年
１月４日

のぶさわ内科医院 延沢 彰 神戸市東�区魚崎北町５
丁目７‐２６

平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号 ２４７７



２ 指定を辞退した医療機関

神戸市告示第５５６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条及び第１０条の規定により，市道路線を次のように認

定し，及び廃止する。その関係図面は，神戸市建設局道路部管理課に備え置いて，一般の縦覧

に供する。

平成１９年３月２０日

神戸市長 矢 田 立 郎

平成１９年
２月１日

おがわ内科クリニック 小川 秀美 神戸市�区�北通１０丁目
１‐３‐１０１

平成１９年
２月１５日

アイリス薬局 長田店 ヤツデ� 神戸市長田区長田町２丁
目３‐１９

平成１９年
２月１５日

アイ薬局 ヤツデ� 神戸市長田区東尻池町１
丁目５‐１９

平成１９年
２月１６日

アイ薬局 三宮店 ヤツデ� 神戸市中央区加納町４丁
目１０‐１６

平成１９年
１月３０日

高倉台調剤薬局 高松 義幸 神戸市須磨区高倉台４丁
目２‐６

平成１９年
２月９日

長田フレンド薬局 �フロンティア 神戸市長田区大塚町６丁
目１‐１４

平成１９年
３月１日

日本調剤六甲アイランド
薬局

日本調剤� 神戸市東�区向洋町中２
丁目１３アーバングルメポ
ート２階

辞退日 名 称 開 設 者 所 在 地
平成１９年
１月４日

東田外科医院 東田 昭二 神戸市長田区御屋敷通２
丁目５‐１４

平成１９年
２月５日

本多医院 本多 平八郎 神戸市兵庫区浜山通２丁
目４‐１０

平成１９年
２月１６日

永原婦人科・心療内科 永原 廉士 神戸市須磨区神の谷７丁
目１‐２

平成１９年
２月９日

フレンド薬局 �リゲルコーポレーショ
ン

神戸市長田区大塚町６丁
目１‐１４

平成１９年
２月１６日

アイ薬局 和田岬店 ヤツデ�
代表取締役
大東菜穂子

神戸市兵庫区和田宮通５
丁目２‐３

平成１９年
２月１６日

アイ薬局 三宮店 ヤツデ�
代表取締役
大東 菜穂子

神戸市中央区加納町４丁
目１０‐１６

平成１９年
２月１５日

アイリス薬局 長田店 ヤツデ�
代表取締役
大東 菜穂子

神戸市長田区長田町２丁
目３‐１９

平成１９年
２月１５日

アイ薬局 ヤツデ�
代表取締役
大東 菜穂子

神戸市長田区東尻池町１
丁目５‐１９

２４７８ 平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号



１ 認定する市道路線

路線名 起 点 終 点

鶴甲東１号線 神戸市�区一王山町２番３５地先 神戸市�区高羽字瀧ノ奥１番２６地先
鈴蘭台南町２３号線 神戸市北区鈴蘭台南町４丁目８番１２

地先

神戸市北区鈴蘭台南町４丁目８番１０

地先

桂木６１号線 神戸市北区桂木４丁目１番８８地先 神戸市北区桂木４丁目２番１４０地先

桂木６２号線 神戸市北区桂木４丁目２番７１地先 神戸市北区桂木４丁目２番１９０地先

桂木６３号線 神戸市北区桂木４丁目１番１０３地先 神戸市北区桂木４丁目１番８０地先

桂木６４号線 神戸市北区桂木４丁目１番１１７地先 神戸市北区桂木４丁目１番９６地先

桂木６５号線 神戸市北区桂木４丁目２番３０地先 神戸市北区桂木４丁目２番２９地先

桂木６６号線 神戸市北区桂木４丁目２番６３地先 神戸市北区桂木４丁目２番５９地先

桂木６７号線 神戸市北区桂木４丁目２番７５地先 神戸市北区桂木４丁目２番１１地先

桂木６８号線 神戸市北区桂木４丁目２番６６地先 神戸市北区桂木４丁目２番８１地先

桂木６９号線 神戸市北区桂木４丁目２番９５地先 神戸市北区桂木４丁目２番８０地先

桂木７０号線 神戸市北区桂木４丁目２番１０６地先 神戸市北区桂木４丁目２番９０地先

桂木７１号線 神戸市北区桂木４丁目２番１０１地先 神戸市北区桂木４丁目２番１４５地先

桂木７２号線 神戸市北区桂木４丁目２番１５９地先 神戸市北区桂木４丁目２番１６９地先

桂木７３号線 神戸市北区桂木４丁目２番１０９地先 神戸市北区桂木４丁目２番１０９地先

桂木７４号線 神戸市北区桂木４丁目２番１３１地先 神戸市北区桂木４丁目２番９６地先

桂木７５号線 神戸市北区桂木４丁目２番１３０地先 神戸市北区桂木４丁目２番１３０地先

桂木７６号線 神戸市北区桂木４丁目２番１３５地先 神戸市北区桂木４丁目２番１３４地先

桂木７７号線 神戸市北区桂木４丁目２番１７５地先 神戸市北区桂木４丁目２番１５４地先

桂木７８号線 神戸市北区桂木４丁目２番１９６地先 神戸市北区桂木４丁目２番１９６地先

塩屋北町６３号線 神戸市垂水区下畑町字口唐戸３６９番

１０地先

神戸市垂水区塩屋北町２丁目２４番８

地先

名谷１０９号線 神戸市垂水区名谷町字春日手２２９０番

１０地先

神戸市垂水区名谷町字賀市３４０４番４４

地先

清水が丘１号線 神戸市垂水区清水が丘１丁目１７９番

６２７地先

神戸市垂水区清水が丘１丁目１７９番

６２８地先

南別府４６号線 神戸市西区南別府１丁目３番３０地先 神戸市西区南別府１丁目３番３１地先

宮下４７号線 神戸市西区宮下１丁目２１番５７地先 神戸市西区宮下１丁目２１番５６地先

宮下４８号線 神戸市西区宮下１丁目２１番６７地先 神戸市西区宮下１丁目２１番６２地先

岡本３号線 神戸市東�区岡本７丁目１８５番１地先 神戸市東�区岡本７丁目１１６８番３地先
鈴蘭台１４２号線 神戸市北区鈴蘭台西町５丁目１番１９

地先

神戸市北区鈴蘭台西町５丁目１番１２

地先

つつじが丘１１２号線 神戸市垂水区名谷町字櫻ケ谷１７３４番

２９１地先

神戸市垂水区名谷町字櫻ケ谷１７３４番

２８７地先

小田１号線 神戸市西区櫨谷町松本字小田１７６番

６地先

神戸市西区櫨谷町松本字小田１９５番

地先

桜が丘１４５号線 神戸市西区桜が丘東町１丁目２番１

地先

神戸市西区押部谷町栄字六反田９２２

番５地先

鷹取駅北２号線 神戸市須磨区大池町５丁目１番６ 神戸市須磨区大池町５丁目１番４

鷹取駅北３号線 神戸市須磨区大池町５丁目１番２ 神戸市須磨区大池町５丁目１番４

鷹取駅北４号線 神戸市須磨区大池町５丁目１番７ 神戸市須磨区大池町５丁目１番７

鷹取駅北５号線 神戸市須磨区大池町５丁目１番７ 神戸市須磨区大池町５丁目１番７

平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号 ２４７９



２ 廃止する市道路線

神戸市告示第５５７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第４８条の１３第３項の規定により，次の市道の全区間をもっ

ぱら歩行者の一般交通の用に供する道路に指定するので，同条第５項の規定により告示する。

平成１９年３月２０日

神戸市

代表者 神戸市長 矢 田 立 郎

鷹取駅北６号線 神戸市須磨区大池町５丁目１番７ 神戸市須磨区大池町５丁目４番７

神出小束野１号線 神戸市西区神出町東字片山１１６７番

１６７地先

神戸市西区神出町小束野字雌岡ノ下

３０番４５地先

甲南山手１号線 神戸市東�区本山町森字丈土２４８番
２地先

神戸市東�区本山町森字棚田２３６番
２地先

大道１号線 神戸市長田区御船通４丁目１４番２地先 神戸市長田区大道通３丁目１９番地先

大道２号線 神戸市長田区大道通４丁目１番７地先 神戸市長田区蓮池町９番２地先

下村１１号線 神戸市西区平野町下村字山下３３２番３ 神戸市西区平野町下村字山下３１６番３

路線名 起 点 終 点

六甲村４４３号線 神戸市�区篠原北町３丁目１０１４番
１０４地先

神戸市�区篠原北町３丁目６３番地先

山田里３５５号線 神戸市北区山田町小部字ヲモ谷５番

１地先

神戸市北区山田町小部字ヲモ谷１番

１地先

原野小部線 神戸市北区桂木１丁目１番２地先 神戸市北区桂木１丁目１番２地先

石倉孫七線 神戸市北区有馬町字石倉４１０番１地先 神戸市北区有馬町字石倉４０７番１地先

有野里１２７号線 神戸市北区有野町有野字中通り１７８４

番地先

神戸市北区有野町有野字中通り１７９１

番地先

有野里２６６号線 神戸市北区有野町唐櫃字種池３０７９番

地先

神戸市北区有野町唐櫃字種池３０８１番

地先

長田里３２号線 神戸市長田区高取山町２丁目５８番１

地先

神戸市須磨区禅昌寺町１丁目１番２３

地先

塩屋７号線 神戸市垂水区塩屋町１丁目４０７番１

地先

神戸市垂水区塩屋町１丁目４０６番地

先

伊川谷里８２６号線 神戸市西区伊川谷町長坂字長坂谷

９７７番３５地先

神戸市西区伊川谷町長坂字長坂谷

９７５番地先

櫨谷村合併第４０号線 神戸市西区櫨谷町谷口字古井７２５番

２地先

神戸市西区櫨谷町谷口字古井７２５番

２地先

平野里１５２号線 神戸市西区平野町向井字辻ノ口１７６

番地先

神戸市西区平野町向井字辻ノ口１７６

番地先

岩岡里４０２号線 神戸市西区岩岡町野中字中筋９６５番

１地先

神戸市西区岩岡町野中字中筋９６５番

３地先

葺合里２号線 神戸市中央区神仙寺通１丁目９９番３ 神戸市中央区葺合町字キイキ９９番６

有野町合併第１２号線 神戸市北区有野町二郎字澤３６番１地

先

神戸市北区有野町二郎字澤３６番１地

先

須磨里５２２号線 神戸市須磨区妙法寺字堂ケ谷９１３番

２地先

神戸市須磨区妙法寺字堂ケ谷９１３番

２地先

名谷奥畑９１号線 神戸市垂水区名谷町字賀市３３４０番８９ 神戸市垂水区名谷町字賀市３３４０番８７

２４８０ 平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号



１ 指定する道路の路線名

鷹取駅北６号線及び甲南山手１号線

２ 指定する期日

平成１９年３月２０日

神戸市告示第５５８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により，道路の区域を次のように変更

し，同条第２項の規定により，平成１９年３月２１日からその供用を開始する。

その関係図面は，神戸市建設局道路部管理課に備え置いて，平成１９年４月３日まで一般の縦

覧に供する。

平成１９年３月２０日

神戸市

代表者 神戸市長 矢 田 立 郎

神戸市告示第５５９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により，道路の区域を次のように変更

し，同条第２項の規定により，平成１９年３月２１日からその供用を開始する。

その関係図面は，神戸市建設局道路部管理課に備え置いて，平成１９年４月３日まで一般の縦

覧に供する。

平成１９年３月２０日

神戸市

代表者 神戸市長 矢 田 立 郎

神戸市告示第５６０号
神戸市自転車等の放置の防止及び自転車駐車場の整備に関する条例（昭和５８年４月条例第３

号）第１１条第２項（同条例第１２条第２項において準用する場合を含む。）の規定により自転車等

を撤去し，及び保管したので，同条例第１３条第１項の規定により次のとおり告示する。

平成１９年３月２０日

神戸市長 矢 田 立 郎

１ 自転車等の保管及び返還の場所，自転車等が置かれ，又は放置されていた場所，撤去し，

及び保管した自転車等の台数，撤去し，及び保管した年月日並びに問い合わせ先

別表のとおり

道路の
種類

路 線 名 区 間 新旧別 延 長
（メートル）

幅 員
（メートル）

市道 住吉村合併
５７号線

神戸市東�区住吉山手２丁目
１８４１番１１地先から

新 ２６．１０ ３．４０

神戸市東�区住吉山手２丁目
１８４１番１１６地先まで

旧 ２６．１０ ２．７０

道路の
種類

路 線 名 区 間 新旧別 延 長
（メートル）

幅 員
（メートル）

市道 篠原北４号
線

神戸市�区篠原北町３丁目５３
番１１地先から

新 ４．３０ ６．００

神戸市�区篠原北町３丁目５３
番１１地先まで

旧 ４．３０ ６．００

平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号 ２４８１



２ 保管期間

この告示の日から１月間（その保管に不相当な費用を要するときに限る。）

３ 返還事務を行う時間

� 魚崎浜保管所及び稗原保管所

ア 月曜日から金曜日まで 午後３時から午後７時まで

イ 土曜日 午後１時から午後５時まで

４ 返還を受けるために必要な事項

自転車等の利用者等は，当該保管に係る自転車等の返還を受けようとするときは，その住

所及び氏名並びに当該自転車等の鍵その他の利用者等であることを証する物を市長に提示し

なければならない。

５ その他

この告示の日から起算して６月を経過しても当該保管に係る自転車等（この告示の日から

１月を経過してもなお当該自転車等を返還することができない場合においてその保管に不相

当な費用を要するため当該自転車等を売却した代金を含む。）を返還することができないとき

は，当該自転車等の所有権は，本市に帰属する。

別表

自転車等の保管及び返還の場所
自転車等が置かれ，又は放置され

ていた場所

撤去し，及び保管した自

転車等の台数

撤去し，及び保管した年

月日
問 い 合 わ せ 先

魚崎浜保管所

東�区魚崎浜町１番５号

阪急岡本駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ４６台

原動機付自転車 １１台

平成１９年２月１日 東�区御影塚町２丁目２７番２０号

建設局東部建設事務所

ＪＲ摂津本山駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ３３台

原動機付自転車 ５台

電話 ８５４－２１９１

ＪＲ甲南山手駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １２台

稗原保管所

�区上河原通１丁目１番

阪神新在家駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ７台

原動機付自転車 １台

平成１９年２月５日

ＪＲ六甲道駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ６７台

原動機付自転車 １３台

阪急六甲駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ７台

原動機付自転車 １台

魚崎浜保管所

東�区魚崎浜町１番５号

阪神魚崎駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １８台 平成１９年２月７日

阪神青木駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １４台

阪神深江駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １９台

稗原保管所

�区上河原通１丁目１番

阪神御影駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １５台

原動機付自転車 ２台

平成１９年２月８日

阪急御影駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １５台

原動機付自転車 ６台

魚崎浜保管所

東�区魚崎浜町１番５号

ＪＲ住吉駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ５０台

原動機付自転車 ８台

平成１９年２月１４日

稗原保管所

�区上河原通１丁目１番

阪神新在家駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ７台

原動機付自転車 ４台

平成１９年２月１５日

ＪＲ六甲道駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ６２台

原動機付自転車 ３２台

阪急六甲駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ６台

原動機付自転車 ４台

ＪＲ�駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ２９台

原動機付自転車 ４台

平成１９年２月１９日

阪急王子公園駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １１台

原動機付自転車 １台

阪神大石駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １０台

原動機付自転車 １台

�区・東�区長期放置 自転車 ６１台

原動機付自転車 ２台

２４８２ 平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号



神戸市告示第５６１号
神戸市自転車等の放置の防止及び自転車駐車場の整備に関する条例（昭和５８年４月条例第３

号）第１１条第２項（同条例第１２条第２項において準用する場合を含む。）の規定により自転車等

を撤去し，及び保管したので，同条例第１３条第１項の規定により次のとおり告示する。

平成１９年３月２０日

神戸市長 矢 田 立 郎

１ 自転車等の保管及び返還の場所，自転車等が置かれ，又は放置されていた場所，撤去し，

及び保管した自転車等の台数，撤去し，及び保管した年月日並びに問い合わせ先

別表のとおり

２ 保管期間

この告示の日から１月間（その保管に不相当な費用を要するときに限る。）

３ 返還事務を行う時間

� 北保管所及び岡場保管所

ア 自転車等を撤去し，及び保管した日から起算して７日以内

�ア 月曜日から金曜日まで 午後３時から午後７時まで

�イ 土曜日 午後１時から午後５時まで

イ 自転車等を撤去し，及び保管した日から起算して８日以降

�ア 火曜日 午後３時から午後７時まで

�イ 土曜日 午後１時から午後５時まで

� 月が丘保管所

ア 自転車等を撤去し，及び保管した日から起算して７日以内

�ア 月曜日から金曜日まで 午後３時から午後７時まで

�イ 土曜日 午後１時から午後５時まで

イ 自転車等を撤去し，及び保管した日から起算して８日以降

�ア 水曜日 午後３時から午後７時まで

�イ 土曜日 午後１時から午後５時まで

� 前２号に掲げる自転車等の保管所以外の自転車等の保管所

ア 月曜日から金曜日まで 午後３時から午後７時まで

イ 土曜日 午後１時から午後５時まで

４ 返還を受けるために必要な事項

自転車等の利用者等は，当該保管に係る自転車等の返還を受けようとするときは，その住

所及び氏名並びに当該自転車等の鍵その他の利用者等であることを証する物を市長に提示し

なければならない。

５ その他

この告示の日から起算して６月を経過しても当該保管に係る自転車等（この告示の日から

魚崎浜保管所

東�区魚崎浜町１番５号

阪急岡本駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ３４台

原動機付自転車 ２台

平成１９年２月２１日

ＪＲ摂津本山駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ５６台

原動機付自転車 ５台

ＪＲ甲南山手駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １５台

原動機付自転車 ３台

稗原保管所

�区上河原通１丁目１番

阪神御影駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １５台

原動機付自転車 ２台

平成１９年２月２２日

阪急御影駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ８台

原動機付自転車 ２台

魚崎浜保管所

東�区魚崎浜町１番５号

ＪＲ住吉駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ５５台

原動機付自転車 １４台

平成１９年２月２６日

平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号 ２４８３



１月を経過してもなお当該自転車等を返還することができない場合においてその保管に不相

当な費用を要するため当該自転車等を売却した代金を含む。）を返還することができないとき

は，当該自転車等の所有権は，本市に帰属する。

別表

神戸市告示第５６２号
神戸市自転車等の放置の防止及び自転車駐車場の整備に関する条例（昭和５８年４月条例第３

号）第１１条第２項（同条例第１２条第２項において準用する場合を含む。）の規定により自転車等

を撤去し，及び保管したので，同条例第１３条第１項の規定により次のとおり告示する。

平成１９年３月２０日

自転車等の保管及び返還の場所
自転車等が置かれ，又は放置され

ていた場所

撤去し，及び保管した自

転車等の台数

撤去し，及び保管した年

月日
問 い 合 わ せ 先

中央区小野浜町２番２１号

三宮保管所

三宮駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ９８台

原動機付自転車 １３台

平成１９年２月５日 兵庫区湊川町２丁目１番１２号

建設局中部建設事務所

自転車 ２９台

原動機付自転車 ９台

平成１９年２月７日 電話 ５１１－０５１５

元町駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １５台

原動機付自転車 ２台

春日野道駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １３台

原動機付自転車 ２台

三宮駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ４１台

原動機付自転車 ７台

平成１９年２月１４日

自転車 ３１台

原動機付自転車 ３台

平成１９年２月２０日

元町駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ４１台

原動機付自転車 ５台

春日野道駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １３台

三宮駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ７１台

原動機付自転車 １６台

平成１９年２月２２日

自転車 ５５台

原動機付自転車 １０台

平成１９年２月２６日

元町駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ２０台

原動機付自転車 ２台

中央区長期放置 自転車 １２３台

原動機付自転車 １０台

平成１９年２月２７日

兵庫区湊町１丁目３５

湊町保管所

神戸駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ８７台

原動機付自転車 １１台

平成１９年２月１日

湊川駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ４８台

原動機付自転車 ３台

平成１９年２月８日

新開地駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ４３台

原動機付自転車 ２台

兵庫駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ９４台

原動機付自転車 ３台

平成１９年２月１３日

和田岬駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １３台

神戸駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ８９台

原動機付自転車 ８台

平成１９年２月１５日

湊川駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ５４台

原動機付自転車 ３台

平成１９年２月１９日

新開地駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ２５台

原動機付自転車 ３台

兵庫駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ６８台

原動機付自転車 ５台

平成１９年２月２８日

和田岬駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １９台

兵庫区長期放置 自転車 １２５台

原動機付自転車 ７台

平成１９年２月２７日

２４８４ 平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号



神戸市長 矢 田 立 郎

１ 自転車等の保管及び返還の場所，自転車等が置かれ，又は放置されていた場所，撤去し，

及び保管した自転車等の台数，撤去し，及び保管した年月日並びに問い合わせ先

別表のとおり

２ 保管期間

この告示の日から１月間（その保管に不相当な費用を要するときに限る。）

３ 返還事務を行う時間

� 北保管所及び岡場保管所

ア 自転車等を撤去し，及び保管した日から起算して７日以内

�ア 月曜日から金曜日まで 午後３時から午後７時まで

�イ 土曜日 午後１時から午後５時まで

イ 自転車等を撤去し，及び保管した日から起算して８日以降

�ア 火曜日 午後３時から午後７時まで

�イ 土曜日 午後１時から午後５時まで

� 月が丘保管所

ア 自転車等を撤去し，及び保管した日から起算して７日以内

�ア 月曜日から金曜日まで 午後３時から午後７時まで

�イ 土曜日 午後１時から午後５時まで

イ 自転車等を撤去し，及び保管した日から起算して８日以降

�ア 水曜日 午後３時から午後７時まで

�イ 土曜日 午後１時から午後５時まで

� 前２号に掲げる自転車等の保管所以外の自転車等の保管所

ア 月曜日から金曜日まで 午後３時から午後７時まで

イ 土曜日 午後１時から午後５時まで

４ 返還を受けるために必要な事項

自転車等の利用者等は，当該保管に係る自転車等の返還を受けようとするときは，その住

所及び氏名並びに当該自転車等の鍵その他の利用者等であることを証する物を市長に提示し

なければならない。

５ その他

この告示の日から起算して６月を経過しても当該保管に係る自転車等（この告示の日から

１月を経過してもなお当該自転車等を返還することができない場合においてその保管に不相

当な費用を要するため当該自転車等を売却した代金を含む。）を返還することができないとき

は，当該自転車等の所有権は，本市に帰属する。

別表

自転車等の保管及び返還の場所
自転車等が置かれ，又は放置され

ていた場所

撤去し，及び保管した自

転車等の台数

撤去し，及び保管した年

月日
問 い 合 わ せ 先

須磨区須磨浦通２丁目２番地

須磨保管所

須磨駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ２２台

原動機付自転車 ２台

平成１９年２月５日 須磨区妙法寺ヌメリ石１番地の１

建設局西部建設事務所

須磨区中落合２丁目１－１

名谷保管所

名谷駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ２８台

原動機付自転車 ９台

平成１９年２月６日 電話 ７４２－２４２４

長田区西代通１丁目１番地

西代保管所

高速長田駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ３９台

原動機付自転車 ２台

平成１９年２月８日

長田区管内長期放置 自転車 １９台

原動機付自転車 １台

長田区駒栄町１丁目２番

西部保管所

新長田駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ６２台

原動機付自転車 ５台

平成１９年２月１５日

長田区管内長期放置 自転車 ２１台

原動機付自転車 ２台

平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号 ２４８５



神戸市告示第５６３号
神戸市自転車等の放置の防止及び自転車駐車場の整備に関する条例（昭和５８年４月条例第３

号）第１１条第２項（同条例第１２条第２項において準用する場合を含む。）の規定により自転車等

を撤去し，及び保管したので，同条例第１３条第１項の規定により次のとおり告示する。

平成１９年３月２０日

神戸市長 矢 田 立 郎

１ 自転車等の保管及び返還の場所，自転車等が置かれ，又は放置されていた場所，撤去し，

及び保管した自転車等の台数，撤去し，及び保管した年月日並びに問い合わせ先

別表のとおり

２ 保管期間

この告示の日から１月間（その保管に不相当な費用を要するときに限る。）

３ 返還事務を行う時間

� 北保管所及び岡場保管所

ア 自転車等を撤去し，及び保管した日から起算して７日以内

�ア 月曜日から金曜日まで 午後３時から午後７時まで

�イ 土曜日 午後１時から午後５時まで

イ 自転車等を撤去し，及び保管した日から起算して８日以降

�ア 火曜日 木曜日 午後３時から午後７時まで

�イ 土曜日 午後１時から午後５時まで

� 月が丘保管所

ア 自転車等を撤去し，及び保管した日から起算して７日以内

�ア 月曜日から金曜日まで 午後３時から午後７時まで

�イ 土曜日 午後１時から午後５時まで

イ 自転車等を撤去し，及び保管した日から起算して８日以降

�ア 水曜日 午後３時から午後７時まで

�イ 土曜日 午後１時から午後５時まで

� 前２号に掲げる自転車等の保管所以外の自転車等の保管所

ア 月曜日から金曜日まで 午後３時から午後７時まで

イ 土曜日 午後１時から午後５時まで

４ 返還を受けるために必要な事項

自転車等の利用者等は，当該保管に係る自転車等の返還を受けようとするときは，その住

所及び氏名並びに当該自転車等の鍵その他の利用者等であることを証する物を市長に提示し

なければならない。

長田区駒栄町１丁目２番

西部保管所

鷹取（北）駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １６台 平成１９年２月１９日

鷹取（南）駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １３台

原動機付自転車 ３台

長田区管内長期放置 自転車 ７台

原動機付自転車 ３台

長田区西代通１丁目１番地

西代保管所

板宿駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ２２台

原動機付自転車 １台

平成１９年２月２０日

須磨区管内長期放置 自転車 ３８台

須磨区中落合２丁目１－１

名谷保管所

名谷駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ２０台

原動機付自転車 ７台

平成１９年２月２１日

須磨区管内長期放置 自転車 ２台

長田区駒栄町１丁目２番

西部保管所

新長田駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ５３台

原動機付自転車 １台

平成１９年２月２２日

長田区管内長期放置 自転車 １３台

２４８６ 平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号



５ その他

この告示の日から起算して６月を経過しても当該保管に係る自転車等（この告示の日から

１月を経過してもなお当該自転車等を返還することができない場合においてその保管に不相

当な費用を要するため当該自転車等を売却した代金を含む。）を返還することができないとき

は，当該自転車等の所有権は，本市に帰属する。

別表

公 告

神戸市公告第５５４号
土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第５８条第１項の規定による神戸国際港都建設事業

鷹取東第二地区震災復興土地区画整理審議会の委員の選挙について，選挙期日を平成１９年６月

３日と定めたので，土地区画整理法施行令（昭和３０年政令第４７号）第１９条の規定により公告し

ます。

平成１９年３月２日

神戸市長 矢 田 立 郎

自転車等の保管及び返還の場所
自転車等が置かれ，又は放置され

ていた場所

撤去し，及び保管した自

転車の台数

撤去し，及び保管した年

月日
問 い 合 わ せ 先

西区高塚台６丁目

西神保管所

電話 ９９２－３７６３

西神中央駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ６台 平成１９年２月２日 西区玉津町今津字宮の西３３３番の１

建設局西建設事務所

電話 ９１２－３７５０

西区学園西町３丁目２番地の２

学園都市保管所

学園都市駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ４台

原動機付自転車 １台

平成１９年２月６日

電話 ７９５－４６１８ 伊川谷駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ７台

原動機付自転車 １台

伊川谷駅周辺長期放置 自転車 ９台

西区高塚台６丁目

西神保管所

西神中央駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ２０台

原動機付自転車 ４台

平成１９年２月７日

電話 ９９２－３７６３ 西神中央周辺長期放置 自転車 １台

西区学園西町３丁目２番地の２

学園都市保管所

学園都市駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ２台

原動機付自転車 ３台

平成１９年２月１４日

電話 ９９２－３７６３ 伊川谷駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ４台

原動機付自転車 ３台

西区高塚台６丁目

西神保管所

西神中央駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 １９台

原動機付自転車 ２台

平成１９年２月１５日

電話 ９９２－３７６３ 自転車 １８台

原動機付自転車 １台

平成１９年２月２０日

西区学園西町３丁目２番地

学園都市保管所

学園都市駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ６台 平成１９年２月２２日

電話 ７９５－４６１８ 学園都市駅周辺長期放置 自転車 １台

伊川谷駅周辺自転車等放置

禁止区域

原動機付自転車 ２台

西管内路上長期放置 自転車 ４台

原動機付自転車 ３台

平成１９年１月２４日より

平成１９年２月２２日

西区高塚台６丁目

西神保管所

西神中央駅周辺自転車等放置

禁止区域

自転車 ３１台

原動機付自転車 ５台

平成１９年２月２７日

電話 ９９２－３７６３ 西神中央駅周辺長期放置 自転車 １台

西管内路上長期放置 自転車 ６２台

原動機付自転車 ３台

平成１９年１月３０日より

平成１９年２月２７日

平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号 ２４８７



神戸市公告第５５５号
土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第５８条第１項の規定による神戸国際港都建設事業

鷹取東第二地区震災復興土地区画整理審議会の委員の選挙について，土地区画整理法施行令（昭

和３０年政令第４７号）第２０条の規定により作成した選挙人名簿を２週間公衆の縦覧に供するので，

同令第２１条第２項において準用する同令第３条の規定により次のとおり公告します。

平成１９年３月２日

神戸市長 矢 田 立 郎

１ 縦覧開始の日

平成１９年４月５日

２ 縦覧場所

神戸市須磨区戎町１丁目５番２号

「メゾン・ド・ヴィレ板宿」１階

鷹取東地区現地相談所

３ 縦覧時間

午前９時から午後５時まで

神戸市公告第５５６号
ポートアイランド２期の区域の保管施設，荷捌き施設，加工場，梱包場，検査場，その他港

湾関連事業施設建設のための事業用地（それら施設に付帯する事務所等の施設を含む）の借受

人を次のとおり公募します。

平成１９年３月２日

神戸市

代表者 神戸市長 矢 田 立 郎

１ 貸付けに係る土地の場所

神戸市中央区港島９丁目１１番１の一部

２ 貸付けに係る土地の面積

１区画約３，３０５平方メートル

３ 公募期間

平成１９年３月１６日�から平成１９年３月２３日�まで
４ 借受人の決定

借受人は，別途配布する申込書の内容にもとづき，選考のうえ，追って申込者に通知する。

５ 公募期間後の措置

当該公募期間中に借受けの申込みがなかった場合については，期間終了後（ただし，平成

１９年３月３１日までの申込みが対象となります。）いずれの場合も借受人は，別途書類選考のう

え，決定するものとします。

６ 賃貸料等（平成１８年度）

� 建物の所有を目的とする事業用定期借地権を設定する場合

１０・１５・２０年の事業用定期借地権を設定する場合

ア 賃貸料

１平方メートル当たり月額３８５円

イ 賃貸借契約を締結した時に徴収する保証金

賃貸料の６箇月分に相当する額

� 野積場用地

ア 賃貸料

２４８８ 平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号



１平方メートル当たり月額４６４円
イ 賃貸借契約を締結した時に徴収する保証金

賃貸料の６箇月分に相当する額
７ 応募資格

公募のしおりを参照のこと。
８ 公募のしおり及び申込用紙の配布期間及び配布場所
� 配布期間

平成１９年３月５日	から随時
� 配布場所

神戸市中央区加納町６丁目５番１号
神戸市役所本庁舎１号館２３階
神戸市みなと総局振興部企業誘致課

９ 申込みの受付場所及び問い合わせ先
神戸市中央区加納町６丁目５番１号
神戸市役所本庁舎１号館２３階
神戸市みなと総局振興部企業誘致課
電話（０７８）３２２－５６７１（直通）

神戸市公告第５５７号
神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例（昭和５６年１２月条例第３５号）第９条第１

項の規定により住吉呉田まちづくり協定を締結したので，同条第３項の規定により公告します。
平成１９年３月２日

神戸市長 矢 田 立 郎

神戸市公告第５５８号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第８６条の５第２項の規定により，公告対象区域（神戸

市長田区五位ノ池町２丁目１番１の一部）内の各建築物に係る同条第１項の規定による申請に
係る認定の取消しをしたので，同条第４項の規定により公告します。

平成１９年３月２日
（特定行政庁）神戸市長 矢 田 立 郎

神戸市公告第５５９号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第８６条第１項の規定により，一団地内に２以上の構え

を成す建築物で総合的設計によって建築されるものについて，その各建築物の位置及び構造が
安全上，防火上，及び衛生上支障がない旨の認定をしたので，同条第８項の規定により，次の
とおり公告します。
対象区域，各建築物の位置等を表示した図書は，神戸市都市計画総局建築指導部建築安全課

（神戸市中央区加納町６丁目５番１号）において，一般の縦覧に供します。
平成１９年３月２日

（特定行政庁）神戸市長 矢 田 立 郎
公告認定対象区域
神戸市長田区五位ノ池町２丁目１番１の一部

平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号 ２４８９



神戸市公告第５６０号
神戸国際港都建設事業新長田駅南第１地区震災復興第二種市街地再開発事業の事業計画を変

更したので，都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）第５６条において準用する同法第５４条第１項

の規定により，次のとおり公告します。

平成１９年３月２日

神戸市

代表者 神戸市長 矢 田 立 郎

１ 市街地再開発事業の種類及び名称

� 市街地再開発事業の種類

第二種市街地再開発事業

� 市街地再開発事業の名称

神戸国際港都建設事業新長田駅南第１地区震災復興第二種市街地再開発事業

２ 事業施行期間

平成８年１０月３１日から平成２２年３月３１日まで

３ 施行地区及び工区

� 施行地区

神戸市長田区腕塚町４丁目の一部，腕塚町５丁目，腕塚町６丁目，腕塚町７丁目の一部，

久保町４丁目の一部，久保町５丁目，久保町６丁目，久保町７丁目の一部，二葉町４丁目

の一部，二葉町５丁目，二葉町６丁目の一部，二葉町７丁目の一部，駒ヶ林町１丁目の一

部，駒ヶ林町２丁目の一部及び駒ヶ林町３丁目の一部

� 工区

ア 腕塚５第１工区

神戸市長田区腕塚町４丁目の一部及び腕塚町５丁目の一部

イ 腕塚５第２工区

神戸市長田区腕塚町５丁目の一部

ウ 腕塚５第３工区

神戸市長田区腕塚町４丁目の一部及び腕塚町５丁目の一部

エ 久保５工区

神戸市長田区久保町４丁目の一部及び久保町５丁目

オ 二葉５第１工区

神戸市長田区二葉町４丁目の一部，二葉町５丁目の一部及び駒ヶ林町１丁目の一部

カ 二葉５第２工区

神戸市長田区二葉町４丁目の一部及び二葉町５丁目の一部

キ 腕塚６第１工区

神戸市長田区腕塚町６丁目の一部及び腕塚町７丁目の一部

ク 腕塚６第２工区

神戸市長田区腕塚町６丁目の一部及び腕塚町７丁目の一部

ケ 久保６第１工区

神戸市長田区久保町６丁目の一部及び久保町７丁目の一部

コ 久保６第２工区

神戸市長田区久保町６丁目の一部及び久保町７丁目の一部

サ 二葉６第１工区

神戸市長田区二葉町６丁目の一部及び二葉町７丁目の一部

シ 二葉６第２工区

神戸市長田区二葉町６丁目の一部，二葉町７丁目の一部，駒ヶ林町２丁目の一部及び
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駒ヶ林町３丁目の一部

４ 施行者の名称

神戸市

代表者 神戸市長 矢田 立郎

５ 事務所の所在地

神戸市中央区加納町６丁目５番１号神戸市役所内

６ 事業計画の決定の年月日

平成８年１０月３１日

７ 事業計画において定めた設計の概要の変更についての認可の年月日

平成１９年２月２８日

神戸市公告第５６１号
都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）第５６条において準用する同法第５５条第１項の規定によ

り，兵庫県知事から神戸国際港都建設事業新長田駅南第１地区震災復興第二種市街地再開発事

業の施行地区及び工区並びに設計の概要を表示する図書の写しの送付を受けたので，同法第５６

条において準用する同法第５５条第２項及び都市再開発法施行令（昭和４４年政令第２３２号）第２

条の２の規定により，当該図書を次のとおり公衆の縦覧に供します。

平成１９年３月２日

神戸市長 矢 田 立 郎

１ 縦覧の場所

神戸市都市計画総局再開発部新長田南再開発事務所

神戸市長田区腕塚町５丁目３番１－４０１号

２ 縦覧の時間

午前９時から午後５時まで

神戸市公告第５６７号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第８６条第１項の規定により，一団地内に２以上の構え

を成す建築物で総合的設計によって建築されるものについて，その各建築物の位置及び構造が

安全上，防火上，及び衛生上支障がない旨の認定をしたので，同条第８項の規定により，次の

とおり公告します。

対象区域，各建築物の位置等を表示した図書は，神戸市都市計画総局建築指導部建築安全課

（神戸市中央区加納町６丁目５番１号）において，一般の縦覧に供します。

平成１９年３月８日

（特定行政庁）神戸市長 矢 田 立 郎

公告認定対象区域

神戸市垂水区高丸６丁目２２４５番８８の一部，２２５２番５９０の一部，２２５２番５９１の一部，２２５２番５９２の

一部

神戸市公告第５６８号
ポートアイランド第２期都市再開発用地（工業地域）の譲受人及び借受人にかかる平成１８年

度の第７回公募を次のとおり行います。

平成１９年３月８日
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神戸市

代表者 神戸市長 矢 田 立 郎

１ 分譲又は賃貸用地

神戸市中央区港島南町

２ 公募期間

平成１９年３月２０日
から３月２６日	まで
４ 譲受人及び借受人の決定

譲受人及び借受人は，別途配布する申込書の内容にもとづき，選考のうえ決定し，追って

申込者に通知します。

５ 公募期間後の措置

当該公募期間中に譲受け又は借受けの申込みがなかった区画については，期間終了後，平

成１９年３月３１日まで先着順により申し込みを受け付けます。譲受人又は借受人は別途書類選

考のうえ決定します。

６ 分譲に関すること

� 一括払いによる場合

� 分譲価格

� 分譲価格の割引制度

一定の要件に該当する場合は，割引制度をご利用いただくことができます。割引対象項目

の該当数に応じて分譲価格を割り引きます。


 分譲代金の納入方法

一括払い《譲渡契約締結の日迄に土地譲渡代金の１０％，土地引渡しの日迄に残額の

９０％をお支払いください。》

� 分割払いによる場合

� 分譲価格

� 分譲代金の納入方法

分割払い《契約締結時の即納金を含め１０回の元金均等払い。ただし，２年次の支払い

より延納利息が発生します。年利率は契約年度当初（４月１日）の公定歩合の利率を適

用します（平成１８年４月１日現在＝０．１％）》

７ 賃貸に関すること

所 在 地 目 面 積

�
３丁目６番３の一部

雑種地 約３，３００�

� 雑種地 約１，３６０�

区 画 �約３，３００� �約１，３６０�

１平方メートル当たり １４９，４００円 １４６，２００円

対象項目数
分 譲 単 価

�約３，３００� �約１，３６０�
１項目 １３８，７００円／� １３５，５００円／�
２項目 １２８，０００円／� １２４，８００円／�
３項目 １１７，３００円／� １１４，１００円／�
４項目 １０７，６００円／� １０４，７００円／�

区 画 �約３，３００� �約１，３６０�

１平方メートル当たり ２１３，６００円 ２１０，４００円
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� 事業用借地（借地借家法第２４条）による場合

� 期 間 １０～２０年

� 権利金 なし


 賃貸料 １平方メートル当たり月額４５０円

� 保証金 賃貸料（月額）の１２～１８か月分に相当する額

� 普通借地による場合

� 期 間 ３０年

� 権利金 分譲価格（１平方メートル当たり�約３，３００�の区画は２１３，６００円，�約１，３６０
�の区画は２１０，４００円に面積を乗じた額）の２５％に相当する額


 賃貸料 １平方メートル当たり月額２７０円

� 保証金 賃貸料（月額）の６か月分に相当する額

� 賃貸料の減額

上記�－
及び�－
に定める賃貸料については，「神戸市公有財産規則の特例に関す
る規則（平成１３年７月規則第２８号）」により，各年次の賃貸料に対して次のとおり減額の

適用を受けることができます。

減額率 １年目→４／５，２年目→３／５，３年目→２／５，４年目→１／５

� 賃貸料等の納入方法

別途配布する公募のしおりに定めるところによる

８ 申込み条件等

� 対象業種

ポートアイランド第２期の都市再開発用地の用途に適合する業種

（製造工場等）

� 申込者の資格

自ら製造工場等を経営しようとする者。別途配布する公募のしおりに定める資格要件等

を満たす者。

� その他の条件

� 約３３００�の区画については，当該区画を一体的に利用することを前提に，分譲と賃貸
を併用することも可能です。ただし，それぞれの場合における土地利用面積は，１，０００

�以上とし，また，当該区画上の建物等の配置又は構造等については別途協議させてい
ただきます。

� 当該区画への道路及びインフラ等供給処理施設は，計画の見直しにより変更する場合

があります。


 区画の分割及び周辺の整備等により，土地引き渡しに時間を要する場合があります。

� 当該区画は海底地盤の粘土の改良を行なっている土地と行なっていない土地にまたが

っているため，建物の配置については一定の配慮が必要です。

� 当該区画について賃貸借契約を締結し，借受けた場合においても，将来当該地を譲り

受けることは可能です。ただし，分譲価格は，当該区画を将来譲渡する時点の更地とし

ての価格によるものとします。

９ 公募のしおり及び申込用紙の配布期間及び配布場所

� 配布期間

平成１９年３月１３日
から随時
� 配布場所

神戸市中央区加納町６丁目５番１号

神戸市役所本庁舎１号館２３階

神戸エンタープライズプロモーションビューロー内

平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号 ２４９３



神戸市みなと総局振興部企業誘致課

１０ 申込みの受付場所及び問い合わせ先

神戸市中央区加納町６丁目５番１号

神戸市役所本庁舎１号館２３階

神戸エンタープライズプロモーションビューロー内

神戸市みなと総局振興部企業誘致課

電話（０７８）３２２－５７０３（直通）

１１ その他

次回公募区画及び実施時期等は未定です。

神戸市公告第５７８号
当該開発区域（工区）の全部について当該開発行為に関する工事が完了したので，都市計画

法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により次のとおり公告します。

平成１９年３月２０日

神戸市長 矢 田 立 郎

１ 開発区域（工区）に含まれる地域の名称

神戸市東�区御影町郡家字大蔵１５４
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

姫路市北条１丁目９２番地

株式会社ノバック

代表取締役社長 立花 充

大阪市北区堂島浜１丁目４番４号

MID都市開発株式会社

代表取締役社長 工藤 英之

３ 許可番号

平成１７年８月１７日 第５５１６号

区 役 所

神戸市兵庫区公告第８８号
次の臨時運行許可番号標（以下「番号標」という。）が失効したので，神戸市自動車臨時運行

許可規則（昭和２８年３月規則第１４号）第５条第３項の規定により公告します。

平成１９年３月６日

神戸市兵庫区長 竹 部 元 造

記

番号標に記載さ
れた番号

失効年月日 番号標の貸与を受けた者の住所及び氏名

神戸５２－９９神戸 平成１９年３月６日
神戸市北区ひよどり台５丁目８番
市営ひよどり台住宅５７－４０４号
濱本 美恵子

神戸５４－３３神戸 平成１９年３月６日
神戸市北区山田町小部字藤木谷２番地
松本 韶二郎

２４９４ 平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号



水 道 局

神戸市水道告示第１５号
神戸市指定給水装置工事事業者規程（平成１０年３月神戸市水道管理規程第１０号）第５条の規

定により次のとおり神戸市指定給水装置工事事業者を指定したので，同規程第１０条の規定によ

り告示する。

平成１９年３月２０日

神戸市水道事業管理者 石 井 真 澄

監 査 委 員

監査公表第１４号
平成１９年３月２０日

神戸市監査委員 近 谷 衛 一

同 横 山 道 弘

同 白 井 洋 二

同 大 澤 和 士

監 査 公 表

地方自治法第２４２条第１項の規定により提出された住民監査請求（平成１９年１月５日及び１

月１１日提出）について，同条第４項の規定に基づき監査を行った結果を同項の規定に基づき公

表します。

記

請求人

A他 全２名

第１ 請求の要旨

平成１９年１月５日及び１１日に提出された措置請求書並びに平成１９年２月５日の陳述によ

ると，請求の要旨は次のとおりと解される。

神戸市長及び神戸市保健福祉局長は，社会福祉法人くすのき会（以下「法人」という。）

の知的障害者入所更生施設「ひふみ園」（以下「施設」という。）の移転新築にあたり，虚偽

の事実申請を基に，真偽を確認せずに，虚偽事実の申請に協力して，神戸市（以下「市」

という。）の補助金交付を決定している。よって，市に対して，�新施設建設費補助金（以
下「市補助金」という。）８７，２５９，０００円の支払いを予定していることを取り消すこと�国の
厚生労働省に対して国庫補助交付決定の取消手続きを行うこと，
既に進めている施設建
設工事を中止することを請求する。

事 業 者 事 業 所
指定年月日

氏名又は名称 所 在 地 代表者（法人の場合） 名 称 所 在 地

増田 稔 川西市出在家町１６－５ 増田 稔 フタキ工業 川西市出在家町１６－５ 平成１９年２月２８日

楢原 俊二 垂水区西舞子３丁目２－１４ 大強 起徳 ならはら住宅設備 垂水区西舞子３丁目２－１４ 平成１９年２月２８日

株式会社ホクサン須磨 長田区御屋敷通５丁目５－１３ 木村 正行 株式会社ホクサン須磨 長田区御屋敷通５丁目５－１３ 平成１９年２月２８日

有限会社富士建設 阪南市和泉鳥取１４５２－２ 瀬端 清一 有限会社富士建設 阪南市和泉鳥取１４５２－２ 平成１９年２月２８日

平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号 ２４９５



理 由

１ 法人は国庫補助金及び市補助金交付申請にあたり，現在の施設所在地が，危険な場所に存

在するとの理由を主張しているが，これは虚偽である。

� 施設の所在地が「砂防指定地」であるとの兵庫県（以下「県」という。）神戸県民局長の

証明書は，

� 「砂防指定地」であるとの証明は危険区域である証明書ではない。

� 砂防指定地から除外されている場所にも拘らず砂防指定地と証明している。

なお，移転先も「砂防指定地」である。

� 国庫補助交付申請に添付の法人作成の「施設整備（移転改築）計画の概要」において，

施設の所在地は県が指定している「砂防危険地域」「地すべり危険地域」「土砂災害の危険箇

所」であると申請しているのは虚偽である。

� 市が厚生労働省に対して提出した国庫補助採択の要望書において，移転の必要性として，

施設への最短ルートの途中にあるトンネルが狭く火災等緊急事態が発生した場合，消防車

等は迂回路を経由しなければならないとしているが，消防署の救急出動報告書の実績では，

連絡して９～１０分以内で到着できており，緊急時対応困難な場所とは言えない。

２ 移転先は，現在すでに建設工事中であるが，法律・条例に違反している。

� 「砂防法」，神戸市の「緑地の保全，育成及び市民利用に関する条例」（以下「緑地条例」

という。）に違反しており，市の財産に損害を与えている。

� 移転先は，もとは農地であったもので，農地転用許可の条件はレクレーション施設であ

り，当該施設の建設は転用許可の条件に反し，農地法違反である。

第２ 監査の実施

１ 監査対象

請求人は，市からの国庫補助金交付申請について「公金を虚偽事実の申請によって交付を

受けるのは不正行為である」，「『補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律』に違反し

た行為である。不当に補助金交付を受けている。」と主張し，国庫補助金の交付決定の取消を

求めている。しかし，国庫補助金の交付は，住民監査請求の対象となる市の財務会計上の行

為には該当しないため，本件監査の対象とはならない。

また，施設建設工事は，私人たる法人の行為及び私有財産に関するものであり，市の財務

会計上の行為には該当しないため，本件監査の対象とはならない。

以上の理由により，監査対象は，平成１８年度予算で支出が予定されている市補助金とする。

２ 監査の実施

保健福祉局，建設局及び消防局の関係職員から事情を聴取したほか，関係書類について監

査を実施した。また，県の所管事項については，担当部局より事情聴取を行った。

第３ 監査の結果

１ 事実の確認

� 市補助金の対象となっている施設の概要は次のとおりである。

設置主体 社会福祉法人 くすのき会

� 現在

・所在地 中央区神戸港地方口一里山１－１５０

・種別 知的障害者入所更生施設

・事業開始 昭和５２年４月

・定員 入所８０名，ショートステイ５名

・入所者 ７３名，ショートステイ２名

（平成１９年１月３１日現在）

・施設規模 敷地面積 ４，０９９．００�
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鉄骨造，一部鉄筋コンクリート造 ３階２棟ほか５棟

２，２６１．７５�
・その他

昭和３６年に施設の前身である知的障害児入所施設神戸学園が開設された。昭和４２年

の集中豪雨により施設は全壊し，その後施設を建て直し，昭和５２年４月の男子棟の建

築以降，順次他の建物の整備を行っている。

� 移転後

・所在地 北区山田町藍那字瀬戸ほか

・種別 同じ

・定員 入所７０名，ショートステイ１０名

地域交流スペース併設

・事業開始 平成１９年度（予定）

・施設規模 敷地面積 ９，９６５�
鉄骨造（一部鉄筋コンクリート造）２階１棟ほか２棟

延べ３，１０３．３２�
［現在に比べて増加した部分］

地域交流スペース，和室（生活訓練等，外来者用），ボランティアル

ーム，喫茶室）

なお，移転地の選定については市は関与しておらず，法人が選定したものである。

� 施設移転に伴う新施設建設の事業費は６５５，６００，０００円，その内市補助金は８７，２５９，０００円

である（平成１８年度予算）。なお，補助金の支出は，工事完了後確認のうえ支出されるもの

であり，現在の工事の進捗状況から平成１８年度中の執行は困難であり，平成１９年度に繰り

越される見通しである。

２ 判断

� 市補助金の申請及び交付決定について

社会福祉法人等が社会福祉施設等を整備する際に，市が市の補助金の交付先を選定する

にあたっては，選定における公正の確保を図るとともに，あわせて当該整備事業の適正を

期するため，神戸市民間社会福祉施設等整備審査会を設けて審査することとしている。

審査の内容については，神戸市民間社会福祉施設等整備審査会運営要領第３条において，

「次の各号の区分に応じ，当該各号に掲げる項目について審査のうえ，当該整備事業の妥

当性の適否を総合的に審査する。」として，補助対象施設・法人の選定が偏っていないか，

国庫補助協議基準との整合性等の項目にわたって審査を行っている。

その結果，総合評価は「適当」として，承認されたものである。

実際，平成１７年度国庫補助採択の要望にあたって市は，

� 当該施設は，『急傾斜地崩壊危険箇所』等の指定を受けた山中に位置しており，土砂

災害の被害を受ける危険性が高い。

� 同園への最短ルートの途中にあるトンネルが狭く，火災等緊急事態が発生した場合，

消防車等は迂回路を経由しなければならない。


 現在の施設のほとんどは，昭和５０年代前半に新築または改築したものであり，老朽化

が進んでいる。また，飲料水は井戸水を使用している。

を移転の必要性としてあげていることからも，危険な地域であることのみをもって移転の

必要性を判断したものとは言えない。

� 請求人の主張する理由について

請求人が主張する虚偽の事実に基づく申請であるとする理由１については，以下のとお

り判断する。
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� 理由１�について
請求人は，県の証明書を発行した部署が，証明書を出す機関でもなく証明書の様式も

ないこと，決裁権者が当該出先事務所に常駐していないことなどをもって不審な書類と

している。

この点について，県の組織として正式な決裁を経て，公印の押印されている文書であ

る以上，県の正式の文書と解することができる。

ところで，この件について県に確認したところ，砂防指定地台帳と証明書の指定地の

表現に差異があり，「宇治川左岸１号谷・２号谷渓流指定」とすべきところを，誤って

「宇治川左１谷右２号谷渓流指定」と記載したとのことであった。これは，平成４年作

成の砂防指定地台帳によるべきところを，更正前の平成２年作成の台帳によって証明書

を作成したために起こった単純な誤記であるが，当該地が「砂防指定区域図」において

も，砂防指定地であることを確認した上で証明書を交付したものであり，当該地が砂防

指定地であることにかわりはないとのことである。

なお，移転先も一部砂防指定地がかかっているが，砂防指定地は，土砂の生産を促す

ような行為を制限する必要がある土地や流れ出す土砂の量を調節するため砂防えん堤や

護岸といった砂防設備を設ける必要がある土地を指定するもので，制限行為（土地の造

成や建物の建築など）を行うのに許可制をとっている地域であって，このことから直ち

に危険か否かを断定すべきものではない。

� 理由１�について
「砂防危険地域」，「地すべり危険地域」の用語は，請求人の主張するように，法律用

語としてはない。

請求人は，「土砂災害危険箇所」の指定はないと主張しているが，兵庫県土砂災害ハ

ザードマップ（以下「ハザードマップ」という。）によれば，「土石流危険渓流等」，「地す

べり危険箇所」，「急傾斜地崩壊危険箇所」，「急傾斜地被害想定区域」，及び「山腹崩壊危険

地区」の総称として「土砂災害危険箇所」の用語が示されている。このうち施設の現在

地は，「急傾斜地崩壊危険箇所」に該当するとともに，施設に接する北側から東側にか

けては「土石流危険渓流」に該当することから，「土砂災害危険箇所」の用語を用いた

ものと推測され，必ずしも誤りともいえない。

なお，請求人がその主張の根拠としている提出資料では，施設の所在地を神戸市立若

者の家（平成１８年８月３１日廃止）と誤認している。

確かに法人の提出書類中には，用語の誤りが認められるのは事実であるものの，他の

種別の危険な地域等に該当することも事実であり，請求人の主張のみを持って危険でな

いと判断すべきものではない。

この点，市の審査会資料や国への補助金の早期採択要望での市作成の文書においては，

法人の使用している用語そのものを用いずに，「急傾斜地崩壊危険箇所」等の危険地域

であることを示す用語に置き換えている。この点で，市の交付決定の判断においては，

法律等に不案内な法人側の趣旨を汲み取った上で，市として判断した上のものといえ，

請求人のいう「真偽を確認せず」には該当しないものといえる。


 理由１�について
施設へのアクセスは，国道４２８号線（有馬街道）の金清橋から七三峠のトンネルを通

過する経路（最短コース）と，再度山ドライブウェイの二本松の分岐点から進入するコ

ースの２経路がある。

請求人は，２件の救急出動報告書の事例をあげて，消防署に連絡して９～１０分以内で

救急車は施設に到着できており，緊急時対応困難な場所とは言えないと主張している。

このうち所要時間９分の事例は，施設の車で金清橋まで搬送してきたものを，救急車
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に乗せ換え搬送したものであり，施設到着ではなく，金清橋到着までの時間でしかない。

もう１件は，七三峠のトンネルを通過し，施設到着までの所要時間が１０分の事例であ

る。七三峠のトンネルは，高さ制限から救急自動車がかろうじて通過できる大きさであ

り，基本的には二本松の分岐点から進入するコースが原則であるため，所要時間が１０分

というのは，最短の時間と考えられる。

なお，平成１７年中の全市平均の現場到着時間は５．７分である。

また，消防車両についてはトンネルの高さ制限から通行不可能であり，二本松の分岐

点から進入するコースをとることとなる。

更に，消火栓は当該場所に水量２２．５tの屋外補助消火栓があるが，それ以外の最寄り

の水利は，約７５０m離れた兵庫３９区９００番防火水槽（３０ｔ）若しくは約９００m離れた猩々

池であり，屋外補助消火栓で対応できない場合は，これらの最寄りの水利を利用するし

かない。

以上のことから，救急，消防の両面からいっても「現在の所在地は緊急時対応困難な

場所とは言えない」とは断じられない。

請求人が主張する法律・条例違反に関する理由２については，以下のとおり判断する。

� 理由２�について
緑地条例は，緑地の保全等の重要度により，緑地の保存区域，保全区域，育成区域の

３つに分類している。保存区域では緑地に影響を及ぼす行為（土地の形質の変更，木竹

の伐採）は原則禁止となるが，保全区域，育成区域は，自然地や樹林地の一定割合を確

保することにより，このような行為をすることが可能な，いわば自然と開発の調和を図

る区域である。移転地は育成区域に位置しており，当初土地の形質の変更のみであった

ものが，施主・代理人・施工業者間の連携不徹底により変更許可申請の手続きをとらず

に無許可伐採を行ったものである。

このため，市は育成区域の許可基準は確保されていたことから，実態違反ではなく手

続き違反と認定し，始末書及び是正計画の承認を行い，是正工事の履行確認を行ってい

る。今回の違反行為は，変更手続きがされていれば許可できる範囲のものであり，是正

工事等を行ったことにより違反行為は治癒しており，市の財産に損害を与えているもの

とはいえない。

また，砂防法違反についても，県より指導がなされており，今回の違反行為は，許可

申請手続きがなされていれば許可できる範囲のものである。また，木竹の伐採について

も，既に原状回復措置がなされていることから，県においても問題はないとのことであ

る。

� 理由２�について
県の農地転用許可関係文書は１０年保存であり，当該物件に係る申請書等の文書は存在

しないと聞いており，公文書により経緯を明らかにし，違法性を問うのは困難である。

また，農地法違反による処分や指導を行うという動きも聞いていない。

また，請求人は，その他の留意事項として，平成１７年２月１０日社援発第０２１００１３号厚生労

働省社会・援護局長の通知文（「�社会福祉施設等設備整備費については，平成１７年度よりこ
れを廃止することとしているので了知願いたい」）を引用して「虚偽事実をデッチ挙げてでも，

この年度の国庫補助の獲得を図ったものと推測できる。」としている。

しかし，平成１７年度よりこれを廃止することとしている補助金は，設備整備費であって，

本件の社会福祉施設等施設整備費の補助とは別の補助金である。

第４ 結論

第３ 監査の結果で述べたとおり，市補助金の交付決定にあたっては，当該地域が危険か

否かのみで判断されるものではなく，市補助金の交付の必要性を総合的に判断した上で決定
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されるものであり，この点については審査項目にのっとって評価されたものである。評価に

あたっては，所在地が土砂災害の被害を受ける危険性が高いことのみではなく，施設の老朽

度や消火，救急活動の困難性などの改善や，入所者の地域生活への移行や社会復帰に取り組

みやすいことなどを総合的に判断した結果である。

確かに，法人作成の書類には，請求人の主張するような誤りや用語の使用において正確性

に欠けるものは見られるものの，施設の現在の所在地は，県の調査による「急傾斜地崩壊危

険箇所」に該当し，広く県民に情報提供されているものである。

また，法律・条例違反についても，事前に許可申請があれば許可される程度の軽微なもの

である。

よって，市補助金の交付決定に違法・不当は認められない。

以上のとおり，請求人の主張にはいずれも理由がなく，措置の必要を認めない。

選挙管理委員会

神戸市選告示第３１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第５項及び第７５条第５項並びに市町村の合併の特

例等に関する法律（平成１６年法律第５９号）第５条第３０項の規定による選挙権を有する者の総数

の５０分の１の数，同項の規定による選挙権を有する者の総数の６分の１の数並びに地方自治法

第７６条第４項，第８０条第４項，第８１条第２項及び第８６条第４項（地方教育行政の組織及び運営

に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第２項において準用する場合を含む。）の規定に

よる選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が４０万を超える場合にあっては，その

超える数に６分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数）は，

次のとおりである。

平成１９年３月５日

神戸市選挙管理委員会

委員長 岩 城 修 吉

１ 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２４，６７８

２ 選挙権を有する者の総数の６分の１の数 ２０５，６４５

３ 選挙権を有する者の総数の４０万を超える数に６分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１を

乗じて得た数とを合算して得た数

２７２，３１１

４ 神戸市の議会の議員の選挙区における選挙権を有する者の総数の３分の１の数

東 � 区 ５４，９０２

� 区 ３４，３６０

中 央 区 ３１，４２５

兵 庫 区 ３０，３１５

北 区 ６０，８５６

長 田 区 ２８，０４２

須 磨 区 ４６，１５８

垂 水 区 ６１，１１９

西 区 ６４，１１４

２５００ 平成１９年３月２０日 神 戸 市 公 報 第３００３号


	無題

